
【単位：円】

①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
⑤成果目標に対する実績

1
定額減税補足給付金支
給事業

企画課

①物価高が続く中での生活の維持を目的とした定額減税において、減税をし切れ
ない部分について給付金を支給する。
②給付金及び事務費
③○給付金…412,660,000円（支給者数…10,219人）
　 ○事務費…30,079,052円
　　　・需用費…965,096円（消耗品費（コピー用紙）：18,788円、関係書類印刷代：
946,308円）
　　　・役務費…2,688,630円（手数料（口座振込手数料：1,127,170円、LGWAN振込
データ伝送サービスに係る委託者コード追加登録手数料：35,200円）：1,162,370
円、通信運搬費：1,526,260円）
　　　・業務委託料…25,838,882円（給付金支給事務委託料：24,258,182円、システ
ム構築業務委託料：1,580,700円）
　　　・使用料及び賃借料…550,000円（機械（複合機）借上料）
　　　・人件費…36,444円（時間外勤務手当）
④定額減税を補足する給付の支給者…10,219人
⑤令和6年8月28日に対象者への給付金の支給を開始した。

1

国からの事務連絡（実施要
綱や事務要領など）に基づ
き、支給対象者の抽出、対象
者への通知、その後の支給
といった事務を適切に執行で
きたと考えるため。

公的給付支給等口座（公金
受取口座）の活用により、可
能な限り、対象者からの申請
を不要とする「プッシュ型」に
よる支給とした。
また、申請を要する対象者の
うち、申請期限の20日前の時
点で申請がなされていなかっ
た方に対して、再度の申請の
案内を通知した。

申請を要しない方から申請書
が提出された事案が散見さ
れたため、、関係通知等にお
いて、申請に係る要・不要に
ついてより分かりやすい内容
となるよう工夫する。

442,739,052 442,738,572 442,738,572 R6.6.24 R7.1.24

2
物価高騰緊急支援事業
（住民税非課税世帯分）

社会福祉課

①物価高が続く中で低所得世帯（住民税について、令和6年度に新たに非課税と
なった世帯）への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③○給付金…48,050,000円（支給世帯数…484世帯）
　 ○事務費…4,216,161円
　　　・需用費…55,639円（消耗品費（コピー用紙、ボールペン替芯）：42,934円、封
筒印刷代：12,705円）
　　　・役務費…175,260円（手数料（口座振込手数料：53,460円、通信運搬費：
121,800円）
　　　・業務委託料…3,763,012円（給付金支給事務委託料：2,344,012円、システム
構築業務委託料：1,419,000円）
　　　・人件費…222,250円（時間外勤務手当）
④低所得世帯（住民税について、令和6年度に新たに非課税となった世帯）への給
付の支給世帯数…484世帯
⑤令和6年8月6日に対象世帯への給付金の支給を開始した。

1

支給対象者に対し、定められ
た金額を効率的に支給する
ことができたため。

支給要件確認書を送付した
ものの返送がない方に、勧奨
のために支給要件確認書を
再送付した。

申請書裏面の記載漏れが多
かったため、申請書の様式や
記載方法の案内について工
夫する。

52,266,161 52,263,501 50,808,428 R6.6.19 R7.1.24

3
物価高騰緊急支援事業
（住民税均等割世帯分）

社会福祉課

①物価高が続く中で低所得世帯（住民税について、令和6年度に新たに均等割の
み課税となった世帯）への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③○給付金…35,730,000円（支給世帯数…358世帯）
　 ○事務費…1,690,004円
　　　・需用費…55,639円（消耗品費（コピー用紙、ボールペン替芯）：42,934円、封
筒印刷代：12,705円）
　　　・役務費…134,462円（手数料（口座振込手数料：39,490円、通信運搬費：
94,972円）
　　　・業務委託料…1,411,003円（給付金支給事務委託料：586,003円、システム構
築業務委託料：825,000円）
　　　・人件費…88,900円（時間外勤務手当）
④低所得世帯（住民税について、令和6年度に新たに均等割のみ課税となった世
帯）への給付の支給世帯数…358世帯
⑤令和6年8月6日に対象世帯への給付金の支給を開始した。

1

支給対象者に対し、定められ
た金額を効率的に支給する
ことができたため。

支給要件確認書を送付した
ものの返送がない方に、勧奨
のために支給要件確認書を
再送付した。

申請書裏面の記載漏れが多
かったため、申請書の様式や
記載方法の案内について工
夫する。

37,420,004 37,418,940 36,625,000 R6.6.19 R7.1.24

交付金
充当額

事業開始
年 月 日

【物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金】令和６年度実施計画計上事業に係る実績等

事業の概要

事業完了
年 月 日№

実施計画における
交付対象事業の名称

担当課名

事業の実績等に係る担当課
による自己評価

○評価：1…予定どおりの執
行となった、意図した効果が
得られた場合など

○評価：2…予定どおりの執
行とはならなかった、意図し
た効果が得られなかった場
合など

左欄の自己評価に至った理
由や経緯（事業実施に際して
発生した障害等）など

事業実施に際して工夫した
点など

より効果的な事業実施に向
けた改善点など

総事業費 交　付　金
対象事業費
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交付金
充当額

事業開始
年 月 日

事業の概要

事業完了
年 月 日№

実施計画における
交付対象事業の名称

担当課名

事業の実績等に係る担当課
による自己評価

○評価：1…予定どおりの執
行となった、意図した効果が
得られた場合など

○評価：2…予定どおりの執
行とはならなかった、意図し
た効果が得られなかった場
合など

左欄の自己評価に至った理
由や経緯（事業実施に際して
発生した障害等）など

事業実施に際して工夫した
点など

より効果的な事業実施に向
けた改善点など

総事業費 交　付　金
対象事業費

4

電力・ガス・食料品等価
格高騰緊急支援給付金
（こども加算分）支給事
業

社会福祉課

①物価高が続く中で低所得世帯（住民税について、令和6年度に新たに非課税と
なった世帯及び均等割のみ課税となった世帯のうち18歳以下の子どものいる世
帯）への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③○給付金…8,800,000円（支給世帯数…104世帯（支給した子どもの人数…176
人））
　 ○事務費…1,500,147円
　　　・需用費…40,370円（消耗品費（プリンターインク））
　　　・役務費…21,004円（手数料（口座振込手数料：11,440円、通信運搬費：9,564
円）
　　　・業務委託料…1,391,148円（給付金支給事務委託料：351,648円、システム構
築業務委託料：1,039,500円）
　　　・人件費…47,625円（時間外勤務手当）
④低所得世帯（住民税について、令和6年度に新たに非課税となった世帯及び均
等割のみ課税となった世帯のうち18歳以下の子どものいる世帯）への給付の支給
世帯数…104世帯（支給した子どもの人数…176人）
⑤令和6年9月18日に対象世帯への給付金の支給を開始した。

1

支給対象者に対し、定められ
た金額を効率的に支給する
ことができたため。

住民税の課税状況や振込先
口座があらかじめ分かってい
る方に対して、申請によらず
「プッシュ型」にて支給を行
い、迅速で効率的な支給に
努めた。

申請書裏面の記載漏れが多
かったため、申請書の様式や
記載方法の案内について工
夫する。

10,300,147 10,299,577 9,060,000 R6.7.9 R7.1.24

5
物価高騰緊急支援事業
（令和６年度住民税非課
税世帯追加分）

社会福祉課

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維
持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③○給付金…187,860,000円
　　　　　　　　　　・令和6年度住民税均等割非課税世帯分…173,640,000円（＝支給
世帯数（5,788世帯）×30,000円）
　　　　　　　　　　・こども加算分…14,220,000円（＝支給した子どもの人数（711人
（399世帯）×20,000円）
　 ○事務費…14,330,949円
　　　・需用費…490,801円（消耗品費（コピー用紙、インク、）：127,141円、燃料費
（灯油）：9,240円、封筒印刷代：354,420円）
　　　・役務費…2,472,228円（手数料（口座振込手数料：636,020円、通信運搬費：
1,836,208円）
　　　・業務委託料…10,502,093円（給付金支給事務委託料：8,863,093円、システム
構築業務委託料：1,639,000円）
　　　・使用料及び賃借料…330,000円（機械借上料）
　　　・人件費…535,827円（時間外勤務手当及び休日勤務手当）
④令和6年度住民税均等割非課税世帯…5,788世帯（うちこども加算対象世帯…
399世帯（711人））
⑤令和7年2月3日に対象世帯への給付金の支給を開始した。

1

支給対象者に対し、定められ
た金額を効率的に支給する
ことができたため。

支給要件確認書の送付に当
たり、前回の給付金の支払
口座情報が分かる方につい
ては、あらかじめ記載してお
き、口座情報を記載していた
だく手間を省いた（他の口座
に変更することも可）。

必ず記載が必要な署名欄を
裏面に置いたため、記載漏
れによる追記のために郵送・
来庁による対応が必要となっ
たため、申請書の様式を改
める。

202,190,949 202,190,949 202,190,949 R6.12.18 R7.12.26

6
がんばるお店応援クー
ポン交付事業

商工観光課

①「国民の安心・安全と持続的な成長に向けた総合経済対策」における物価高の
克服として、誰一人取り残されない成長型経済への移行に道筋をつけることを目
的に、地域経済における消費の下支えを図るとともに、エネルギー・食料品価格等
の物価高騰の影響を受けている市民生活の応援を図るためにクーポン券を配布
する。
②通信運搬費、委託料
③○通信運搬費：8,922,585円
　　　…クーポン券発送費用｛＝（295円×20,871世帯＝6,156,945円）＋（363円×
7,470世帯＝2,711,610円）＋（その他127世帯＝54,030円）｝
　　○委託料：282,902,341円
　　　　・クーポン券発行に係る割引分…267,340,000円（＝534,680枚×500円）
　　　　・事務費分…15,562,341円
　　合計：291,824,926円
④全市民：56,602人、市内の店舗・事業所：365件
⑤クーポン券の利用率…94.5%

1

第４弾東金市がんばるお店
応援クーポン券事業につい
ては当初95%以上の利用率を
目標として事業を実施。結果
的に利用率94.5%であり当初
の目標に近い成果をあげる
ことができた。
事業者、利用者へのアン
ケートの結果、本事業への評
価は「良い」・「普通」との回答
が9割以上を占め、事業者、
市民双方に好評であった。

購入の際に原資が必要な商
品券方式ではなく、市民全員
に無償でクーポン券を配布す
る方式を引続き採用した。
近隣に取扱店舗が少なく、過
去の使用率が低かった源地
区に対しては、区長を通じて
当該地区を運行する移動
スーパーを含む取扱店舗の
案内チラシを回覧し、使用促
進に努めた。

本事業については、市民、事
業者から高い評価を受けて
おり、クーポン券発行の目的
である消費の下支え、物価
高騰等の影響を受けている
市民生活の応援が図られた
ものと考えている。

291,824,926 291,824,926 130,323,000 R6.7.9 R7.1.24

合　　　計 1,036,741,239 1,036,736,465 871,745,949 


